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岩手の印刷

開  催  日 / 令和 7 年 5 月 23 日（金）14：30 より

開 催 場 所 / アートホテル盛岡　盛岡市大通 3 丁目 3-18 TEL019-625-2131
出 席 人 数 / 出席者：通常総会 27 名（本人出席 16 名・委任状出席 11 名）

　　　　　セミナー 48 名
　　　　　懇 親 会 58 名

提 出 議 案

第 1 号議案 　　令和 6 年度事業報告並びに決算書類の承認の件
　　　　　　　 別紙の通り承認を求む。

第 2 号議案 　　令和 7 年度事業計画および収支予算設定の件
　　　　　　　 別紙の通り決定を求む。

第 3 号議案 　　令和 7 年度賦課金の額および徴収方法決定の件
　　　　　　　 別紙の通り決定を求む。

第 4 号議案 　　令和 7 年度取引金融機関決定の件
　　　　　　　 株式会社岩手銀行、株式会社商工組合中央金庫と取引することの　　　　　　　 
　　　　　　　 決定を求む。
　　　　　　　 ただし、この決議は、次期通常総会まで有効とする。

第 5 号議案 　　令和 7 年度借入金の最高限度額決定の件
　　　　　　　 一金 5,000,000 円と決定を求む。

第 6 号議案 　　令和 7 年度新規加入者の加入金額決定の件
　　　　　　　 一金 10,000 円と決定を求む。

　新沼興隆氏（㈱大昭堂印刷所）が議長に選出され、就任挨拶を述べた後、直ちに議事に入り、
事務局より提案説明された議案はすべて承認可決されました。
　総会終了後、株式会社光文堂 販売推進部次長 大橋慶三様を講師に迎え、「利益を最大化
する革新的アプローチ～生成ＡＩが印刷業界のビジネスを変える～」と題してセミナーを開催し、
ＡＩの具体的な活用事例や生成ＡＩの著作権の考え方について解説いただきました。
　セミナー後は、組合員のほか、来賓や業界関連各社など５８名の参加のもと、懇親会と併せ
て令和6年度印刷営業士に合格された方の歓迎会を行いました。合格者を代表して、杜陵高速
印刷㈱の吉村剛様より謝辞が述べられた後、和やかな雰囲気の中親睦を深めました。

通 常 総 会

▲通常総会・セミナーの様子
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令和 6 年度事業報告

　令和６年度は、ここ数年続いた自粛や制限が解除され、県内各地でイベントや観
光事業が従来通り開催されました。これに伴い、関連する印刷物の需要も回復して
います。
　しかしながら、この数年間で、さまざまな業種や事業のスタイルが変化してきま
した。広告宣伝用の印刷物は SNS へと移行しつつあり、DX の進展により事務分野
のデジタル化も加速しています。そのため、我々の事業環境は大きく変わりつつあ
るのが現状です。
　昨年９月、組合員を対象に「官公需に関するアンケート」を実施しました。調査
項目は、 「物価高騰に伴う価格転嫁の状況」と「知的財産権の取り扱い」の２点です。
価格転嫁については、転嫁率１００％に達している組合員は全体の５％にとどまり、
多くの組合員が引き続き交渉を重ねる必要があることが分かりました。
　また、知的財産権については、「官公庁において十分に理解されていない」との
回答が多数を占めました。この状況を受 け、より多くの印刷業者が知的財産権に
関する理解を深め、官公庁に対して適切な働きかけを行う必要があると認識しまし
た。そこで、ジャグラ岩手県支部様との合同新年会に合わせて、全印工連より講師
を招き、セミナーを開催しました。県や市町村にも参加を呼びかけた結果、岩手県、
盛岡市、滝沢市、西和賀町の４団体から計９名の参加がありました。アンケートで
は「よく理解できた」との回答が多く寄せられ、知的財産権の認識向上に一定の成
果があったことがうかがえます。今後もさらなる理解促進のための活動を継続する
必要性を強く感じています。
　令和６年度の役員改選では、若手の役員・理事が選任され、世代交代が進みまし
た。また、大阪で開催された全印工連フォーラムや東北地区印刷協議会には、多く
の役員・理事が参加し、積極的に情報収集や交流に努めました。
　組合の財務状況は、組合員数の減少や物価高騰の影響により厳しい状況が続いて
おります。
　しかし、本年度もわずかながら黒字を維持することができました。
この一年間、役員の皆様、そして組合員の皆様の深いご理解と温かいご協力のおか
げで、組合活動を行うことができました。心より感謝申し上げ、令和６年度の活動
報告とさせていただきます。

①共同受注事業　　　実績なし

②教育情報提供事業及びその他の事業
　【印刷関連及び業態変革に役立つ各種情報の提供】
　　○「戦略的ＣＳＲのご提案～持続可能な経営を目指すために～」 セミナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36 名（令和 6 年 5 月 23 日）
　　○「生成型ＡＩの衝撃から 1 年－その後世界はどうなったか」セミナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23 名（令和 6 年 8 月 7 日）
　　○「国が求める印刷物契約における知的財産権の取り扱い」セミナーセミナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　66 名（令和 7 年 1 月 17 日）

　【地域及び社会への貢献】
　　○第 44 回古紙回収を実施　　令和 6 年 ４月 17 日 21 社（39,310 円）
　　○第 45 回古紙回収を実施　　令和 6 年 7 月 10 日 21 社（25,905 円）
　　○第 46 回古紙回収を実施　　令和 6 年10月 9 日 21 社（20,515 円）
　　○古紙回収収益金を岩手県緑化推進委員会へ寄付
　　　　　　　　　　　　　　　　令和 6 年11月 12 日（80,000 円）

事業活動の概況
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＊２工組連携共催を企図しても、各職能協会が連携不

全で共催が困難場合もある。

＊実務不要の３級を新設して、専門学校や実務系高校

生徒へ受検機会を与えてはどうか。就職希望の生徒

増へも寄与するのではないか。

２．委員会事業に対する提案・要望

間瀬浩之 委員長（岩手県）

【報告事項】 

１．職場のハラスメント・カスタマーハラスメント対

策

　令和元年に改正された労働施策総合推進法におい

て、職場におけるパワーハラスメントについて防止

措置を講じることが事業主に義務付けされました。

実効性のあるハラスメント防止対策を講じてくださ

い。

　顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラス

メント）に関して、事業主は、相談に応じ、適切に

対応するための体制の整備や被害者への配慮の取り

組みを行うことが望ましいことなどが定められまし

た。厚生労働省からは「カスタマーハラスメント対

策企業マニュアル」冊子も出されていますのでご活

用ください。

２．2024年４月からの労働条件明示のルール変更

　「労働基準法施行規則」と「有期労働契約の締

結、更新及び雇止めに関する基準」の改正に伴い、

2024年（令和6年）4月1日以降労働条件の明示事項

等が変更されます。

　労働条件の明示とは、労働契約を結ぶ（更新の場

合も含む）際、使用者が労働者に対し、契約期間、

就業場所や業務、労働時間や休日、賃金、退職など

に関する事項を明示することです。労働条件を明示

する書面の形式は自由です。厚生労働省では、モデ

ル様式を作成・公開していますので、厚生労働省の

ウェブサイトをご参照ください。

３．トラックドライバーの労働時間のルールについて

　今年4月1日、トラックドライバーの時間外労働

について年960時間の上限規制が始まります。併せ

て、自動車運転者の拘束時間等の基準を定めた「自

動車運転者の労働時間等の改善のための基準（改善

基準告示）」も改正され同日から適用されます。厚

生労働省では、トラック運転手の長時間労働改善特

別相談センターを設置しています。ご活用くださ

い。

４．労働安全衛生法等に関係した、事業場内における

管理者・主任者等の選任 について

　労働安全衛生法では、事業場を一つの単位とし

て、各事業場の業種、規模等に応じて、安全管理

者、衛生管理者及び産業医等の選任を義務付けてい

ます。また、有機溶剤や化学物質を取り扱う事業場

においては、事業主は労働災害を防止するために取

扱主任者を選任する必要があるほか、令和６年４月

からは労働安全衛生法の新たな化学物質規制が始ま

環境労務委員会
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岩手の印刷
令和７年度事業計画

　令和６年度において、イベントや観光事業向けの印刷需要は回復の兆しを見せま
したが、全体的な印刷需要や受注量は依然として低調な状況が続いています。また、
原材料費、エネルギー価格等の高騰分の製品価格への転嫁も十分とはいえない状況
にあり、依然として厳しい経営環境にあります。

　全日本印刷工業組合連合会は、今年度の基本方針を次のように示しています。
現在の経営環境において持続的収益を上げるには、不毛な価格競争を止め、高くて
も求められる製品・サービスを提供する価値づくりの競争へと方向性を変える必要
があります。また、中小企業が中心である全印工連組合員は同質化競争を避け、そ
れぞれの特徴を生かし協力して価値づくりを行う価値協創を進め、共存共栄のため
の新たなエコシステムを構築することが重要です。そのために、以下の 5 つの柱を
中心に様々な事業展開を行ってまいります。

　（1）価格の適正化
　（2）人材育成と確保
　（3）紙の価値の啓発運動
　（4）持続的成長のためのローカルゼブラ企業の研究と発信
　（5）AI の実装と DX の推進

　岩手県印刷工業組合は、全印工連の方針に則り、連携して各種取り組みを実施し
てまいります。また、岩手県工組独自の組合員アンケート調査を通じて組合員の現
状を把握し、業界および組合運営の課題を明確にし、それらの解決に向け、以下の
取り組みを推進してまいります。

　（1）全印工連の情報提供と連携対応
　（2）ジャグラ岩手県支部と連携した「知的財産権の財産的価値に配慮した官公庁
　　　の発注状況のチェック」と、「官公需入札等の課題の改善活動」の継続
　（3）組合財政基盤の充実への取り組みの継続
　（4）各委員会からの情報発信
　（5）業態変革に役立つ各種情報の提供
　（6）岩手県工組創立７０周年に向けた準備
　（7）その他

これらの事業推進のため、組合員の皆様のご理解とご協力を宜しくお願いいたします。

基本方針
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令和７年度上期東北地区印刷協議会
　　　　　　　　　　　主管：秋田県印刷工業組合

Ⅰ．全体会議
髙本隆彦全印工連副会長挨拶（要旨）

　平素は全印工連事業に対して、ご支援ご協力を賜
り感謝申し上げます。
　全印工連は本年７０周年を迎えます。各工組もこ
れから続々と７０周年を迎えることと思います。私
が所属する大阪府印刷工業組合は、５月に記念式典
を開催しました。７０年の歴史を紐解きますと、い
ろいろな方に支えて頂き、助けて頂いてきたのだと
改めて確認できました。また、今の仲間と一緒に、
未来に対してコミットできたと感じております。
　哲学者の東浩紀氏は、「祭りが人と人とを結びつ
ける」と話されています。更に、「祭りはお互いの
アイデンティティーを確認する場であり、祭りをす
ることで組織が集団的記憶をアップデートし、未来
に繋げていく行為」であると言っております。全印
工連を始め、７０周年という祭りを是非全国各地で
盛大に盛り上げて頂きたいと思います。

今野 均東北地区協会長挨拶（要旨）
　本日は東北地区協に多数の方にご参加いただきあ
りがとうございます。
　先日、全印工連の総会が開催されました。全印工
連では、様々な事業や、新しい試みが盛りだくさん
です。是非、関心を持ってこの地区協で情報を得て、
意見交換をしっかりと行って、それぞれの県に持ち
帰って頂きたいと思います。そして、全印工連の動
きに合わせながら、各県の組合活動の一層の活性化
を担っていただきたいと願っております。充実した
地区協になることを祈念いたします。

Ⅱ．理事長会
　承認された議案は以下の通り
１．令和６年度決算報告について
理事長会資料の通り承認
２．令和７年度収支予算（案）について
理事長会資料の通り承認
３．第２２回ＳＯＰＴＥＣとうほく２０２５について
※会 期：令和７年７月１７日（木）・１８日（金）
会 場：仙台卸商センター 産業見本市会館「サンフェスタ」

　　　オープニングセレモニー
　　　　※臨時理事長会の開催
　　　　　令和７年７月１６日（水）
　　　　　於：仙台市青葉区 江陽グランドホテル
　　　（協議事項）
　　　・今回の来場者勧誘に加え、次回開催に向け
　　　　て出展勧誘の協力を依頼
４．デザイングランプリTOHOKU２０２５について
　　　（協議事項）
　　　　・募集開始、出品協力依頼
　　　　　各県組合員への案内に加え、全印工連に
　　　　　も周知協力を依頼
５．令和７年度上期東北地区印刷協議会について
　　　※令和８年２月１７日(火)
　　　　宮城県工組主管
　　　　開催場所：宮城県仙台市青葉区
　　　　　　　　　 「パレスへいあん」
６．地区委員長の任期について
　　　（協議事項）
　　　　地区委員長の担当工組の任期を２期４年と
　　　　する（令和６年～９年）
　　　　任期を２期４年とすることで、委員長の理
　　　　解を深めることとする
７．意見交換

Ⅲ．委員会

経営革新マーケティング委員会　日下直哉委員長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（福島県）

【報告事項】
１．価値創出支援事業の推進について
（１）AI の先端活用事例の研究と発信
　公募制により「AI 研究会PT」を編成し、AI関
連企業による講義や参加企業間での事例共有を通
じて、印刷業界におけるAI 活用の可能性を多面
的に探究し、その成果を年度末に研究報告書とし
て取りまとめる予定。AIを業務に導入されている
組合員の本PTへの参加を検討されたい。

（２）価値創出と見積に関するセミナーの実施
　さらなる価値創出に向けた事例研究および実践
の強化に取り組んでいく。「価格競争からの脱却
と価値共創」をテーマに、理論と実践事例を交え
て解説したセミナー「値決めの科学」（講師：藤
井建人 特別委員〈公益社団法人日本印刷技術協
会シニアフェロー〉、令和６年９月９日開催）の
内容をさらに発展させたバージョンアップ版を企
画・検討していく。

○開催日時
　　　　令和７年６月１９日（木）１１: ００～
○開催場所
　　　　秋田市「ホテルメトロポリタン秋田」
○参 加 者
　　　　東北６県役員・全印工連その他計５６名
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２．経営基盤強化支援事業の推進について
（１）生産性の向上や見える化への事例研究・
　　　　　　　　　　　　　 事例発信・活動支援
　経営基盤強化支援事業では、今期も引き続き、
印刷事業の収益力を高めることを目的に、生産性
の向上や業務の「見える化」につながる取り組み
を進めていく。具体的には、先進的な事例の紹介
やセミナーの開催を通じて、組合員にとって実践
的かつ有益な情報を提供していく。

（２）シン勝ち残り合宿ゼミの開催について
　昨年度（令和６年度）、第１２期・勝ち残り合
宿ゼミを令和７年２月２８日～３月１日にかけて
京都府で開催し、１８名が参加、実施後のアンケー
トでは高い評価を得ている。
　第１２期は、次世代の経営者や経営者候補を対
象に、大阪府印刷工業組合が２０２３年から開講
している経営者育成プログラム「印刷経営革新塾」
のカリキュラムを一部取り入れ、参加者が自社の

「経営革新計画」を作成することを目指す内容と
した。１日目には企業理念やビジョン策定に関す
る講義を行い、グループ討論を通じて深い議論を
行った。２日目は、自社の業態を大きく変革した
㈱ソウブン・ドットコムの代表取締役社長であり、
経営革新マーケティング委員会の木村委員長によ
る講演が行われた。参加者はグループに分かれて
グループ討論で練り上げた理念やビジョンを発表
した。これに対して、経営革新マーケティング委
員会の委員からフィードバックがあり、盛況裡に
終了した。
　今期も合宿形式で開催予定であり、現在、カリ
キュラム・視察先・宿泊先などを検討中。詳細が
決定次第、案内をするので、ご参加・ご周知をお
願いしたい。

３．オープンイノベーション（異業界間、関連業界間、
　　組合員間連携）事例研究・事例発信
（１）ローカルゼブラの事例研究と実践
　今年度の事業では、「ローカルゼブラ」を主要テー
マとして取り上げる。ローカルゼブラとは、地域
課題とビジネスを組み合わせ、持続可能な経営を
実現するモデルであり、印刷業界における業態変
革の成功事例として注目されている。委員会では、
この取り組みをさらに深掘りし、各地域から幅広
く意見を集める場を設ける予定。そのためにはま
ず、「ローカルゼブラ」とは何か、また「地域課題
とビジネスの掛け合わせ」とはどういうことかを
明確にし、組合員の理解度を把握することが重要。
　あわせて、全国の成功事例の収集と情報発信に
も力を入れていく。特に、ローカルゼブラは人口
減少や労働力不足といった課題を抱える地域ほど

導入が進みやすく、地方での展開が顕著。そのため、
事例の収集と分析は今後の重要な取り組みとなる。
　さらに、全国の委員との連携を強化するため、
委員長・副委員長が各県の委員に直接情報を発信
できる仕組みを整え、各地区協議会での報告事項
を簡素化し、より実践的な議論に集中できる環境
を目指す。

（２）紙のポジティブキャンペーン活動の推進
　全印工連は、紙に対する否定的な見方を払拭し、
紙の利点や環境への配慮を広く発信する「紙のポ
ジティブキャンペーン」を、経営革新マーケティ
ング委員会所管の印刷産業連携推進室、サステナ
ビリティ・CSR委員会、今年度発足した紙育実行
委員会と連携しながら展開していく。

【依頼事項】
１．各地区・県工組（支部）における独自コンテンツ
　　（セミナー開催等）事例の情報収集
２．BRAIN 導入促進

　東京工組が東京都中小企業団体中央会の受託事
業として開発した中小印刷業向け基幹業務システム
（MIS：Management Information System）

「BRAIN」（ブレイン）は現在の申込が８社（２
０２５年５月現在）という状況。本システム導入
の効果や費用について掲載したポータルサイトを
開設しているので、ご覧いただき、地区内での周
知をお願いしたい。
全国各地にデモや説明会の出張も受け付けている。
https://www.tokyo-printing.or.jp/mis/

３．Adobe ライセンスプログラムの周知/
　　普及に向けた情報発信

　２０２２年１２月１日から開始した現・特別ラ
イセンスプログラムでは、「コンプリートプラン」

「単体プラン」「Acrobat Pro 単体プラン」の３つ
のプランを販売しており、アプリケーション１個
から購入可能となっている。
　現契約は２０２５年１１月３０日までとなり、
１２月１日以降は新たな契約が スタートする。
引き続き、組合員への全印工連特別ライセンスプ
ログラムの価格優位性やメリットをPRしていた
だき、周知・普及をお願いしたい。

４．「共創ネットワーク通信」の活性化と機能強化
　本通信は、自社製品・サービスなどのPR 記事
を全国の組合員約３,５００社 に発信できるメー
ルマガジン兼WEB 掲載サービス。組合員は無料、
メーカーやベンダーなど組合員外の方は、掲載料
として３０,０００円（税抜）で申込受付している。
本通信の記事は、後継者や専務、生産・営業担当
者など、経営層以外のキーパーソンにとっても有
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用な内容となっている。社内における配信対象を
拡大し、メールマガジンのさらなる有効活用を促
進していただきたい。
　 本 通 信 の メ ル マ ガ 購 読 を ご 希 望 の 方 は、
E-mail：webmaster@aj-pia.or.jp まで、希望のメー
ルアドレスを記載のうえメールを送ってください。
　さらに、本通信のFacebook グループ「全印工連・
共創ソリューション」を運用している。本グルー
プでは、組合員が自ら投稿し、双方向で課題解決
や情報共有ができるプラットフォームとして活用
できる。詳細は本通信のWEB サイトに掲載して
いるので、ご参加ください。なお、「共創ソリュー
ション」は、全印工連加盟の４７都道府県印刷工
業組合に所属する組合員とその従業員のみが登録
可能となっている。

≪参加方法≫
　既に「共創ソリューション」に参加しているメン
バーからのお誘いにより参加が可能となっている。
全印工連・事務局（ webmaster@aj-pia.or.jp ）にメー
ルで参加申請をお願いしたい。

【委員会の数値目標設定について】
　　　　　　　　　（令和７年４月～令和８年３月）
・「共創ネットワーク通信」に係るベンダーの配信：１５回

【協議事項】
１．ローカルゼブラに関する意見交換・事例などの集約。

・ローカルゼブラの認識、理解を深めている。
・ご当地ガチャを展開して地域活性化に寄与している
・自治体のクーポン事業を東京資本の大手企業か
　ら地元企業が受託した事例。
・農家と協業して米をブランディングして米やお
　酒の販売、カフェ事業に乗り出した。
・会社独自で紙フェス、ビアフェスの開催、運営
　をしている。
・商店街の活性化に事業として参画している。

２．報告事項にある３つの支援事業における各種
　　テーマについて

　　特に興味のある内容等についての意見交換、
　情報の吸い上げをお願いしたい。

３．AI リテラシーを有する企業の情報収集
４．「シン勝ち残り合宿ゼミ」視察先企業について

・参加者を増やす施策として地区協内の各県持ち回
　りで強制的に参加者出してもらうと良いと思う。

サステナビリティCSR委員会 　笹氣義幸委員長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（宮城県）

【報告事項】
１．サステナビリティ・CSR経営の推進
（1）CSR・MUD普及のためのセミナー開催
＜CSR＞
７月２２日（火）１８：００〜１９：００
日本印刷会館２F会議室（Zoom併用）

『CSRの再周知、CSRに取り組む企業の事例紹介』
講師：江森 克治 氏（サステナビリティ・CSR委員会 SV）
参加費：３,０００円
＜MUD＞
８月８日（金）１６：００〜１８：００ 
日本印刷会館２F会議室（Zoom併用）

『MUDに配慮した手法・技法の紹介、MUDの取
り組みの実例』
講師：浦久保康裕 氏
　　　（サステナビリティ・CSR委員会 SV）
参加費：６,６００円（冊子代込み）

（2）全印工連CSR認定制度（ワン、ツー、スリー
　　スター認定）の普及拡大
以降の募集スケジュール

（3）第１９回MUDコンペティションへの作品募集
　募集期間：２０２５年９月１日〜１２月５日
　審 査 会：２０２５年１２月１５日（予定）
　結果発表：２０２５年１２月２２日（予定）
　表 彰 式：２０２６年２月中旬（予定）

（4）冊子『INFORMATION DESIGN』（改訂版）の販売
　価格：３,３００円（税込 送料別）

２．人的資本経営関連情報の提供
（1）ご存知ですか？職場における労働衛生基準が
　　変わりました
　①便所について
　②発簡作業に関する措置について

（2）令和７年度雇用保険料率のご案内
労働者・事業者とも５.５／１０００
雇用保険二事業の保険料率は３.５／１０００

（3）育児休業給付を受給中に離職した場合の取り
　　扱い変更及び通知について
離職日まで支給されることに。
２０２５年４月１日以降に適用

２０２６年３月２０２５年11月
～２０２６年１月

２０２５年８～10月 ２０２５年12月

２０２５年５～７月 ２０２５年９月

２０２５年６月２０２５年２～４月

第５１期

第４９期
ワンスター認定

ワンスター認定

ワンスター認定

ワンスター認定
第５２期

第５０期

　　募集対象 　　　 募集期間 　 　認定登録
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３．脱炭素・環境対応事業の推進
（1）CO2排出量算定結果
「みんなSX」の集計が出て、それを元に今後の取
り組みに反映していく。

（2）２０２５特別管理産業廃棄物管理責任者に関
　　する講習会
　オンライン形式と対面形式がある
　オンライン形式のほうが安価
　・酸性廃液（Ph２.０以下）、強アルカリ廃液（Ph１２.５
　　以上）を排出しているところ＝CTPを使っている。
　・PCBを含む紙くずを排出しているところは必
　　要な管理資格。

（3）GP認定制度
　９月認定の募集中

（4）環境推進工場登録制度
　GPの前段階の制度。
　講習会受講が必要。

（5）ISO14001取得支援事業（NetEMS）

【協議事項】
＜全体を通して＞
・「CSR」という名称は使い古されている感が否め
ない。他の名称では？（SDGs）
　→担当がどうしてもこの名称は嫌だ、となって、
　　申請を別な者が行った…という企業あり。
・法改正については引き続き情報共有がほしい。
　→意外と見落としていることがある。
・CO2排出量の算定を行った結果をきちんと次の
　カーボンニュートラル政策につなげて欲しい。

組織活性化委員会　平野研一委員
　　　　　　　　　　　（宮城県）

【報告事項】
１．組合員加入挙績工組表彰

全国４７都道府県で増加の県は１社増の４工組
東北に関しては６県ともに減少

２．各共済制度の加入状況
（生命共済制度）（設備共済制度）（医療・がん・介護共済）
（災害補償共済制度）（経営者退職功労金制度）
各制度の直近月の契約者数、契約金額等を報告

３．令和７年度共済キャンペーン重点工組
重点工組に決定した全国１６工組の都府県を報告
東北では宮城県・福島県が重点工組に決定

４．事業承継・事業継続支援事業
「事業承継支援センター」の活用推進と啓発
利用状況（累計令和７年５月７日現在）

・契約累計件数２５件
・問合せ件数１４０件
企業提携・買収ニーズの登録…５１件
企業提携・買収ニーズの相談…２１件
M&A（売）…４６件
親族内承継の相談…８件
支援センター事業の内容…４件
その他…９件
後継者育成等多種にわたる相談、質問が寄せられている。

５．印刷業経営実態調査の実施及び分析
本年度の調査は１１月から開始予定
中小印刷業の経営動向と経営数値を把握する大事
な調査となる。

【依頼事項】
１．各種数値目標の達成推進

①生命共済の全国目標である組合員数に対する加
　入率32％の達成
②組合員数純増および増減０の割合を増やし減少
率を０％に近づける

２．全印工連創立７０周年記念式典・祝賀会の開催協力
開催日時…２０２５年１０月１０日 金曜日１４：００～
開催場所…東京會舘
　※組合員への周知案内

３．「J-CONNECT」の周知協力
４．全印工連事業承継支援センターの周知・活用

　２０１７年３月に開設されたセンターで、業務
提携を結んだ山田コンサルティンググループが
様々な相談等を他に情報漏洩なく秘密厳守にて、
一般会社より安く相談に乗ってくれるので是非活
用されたい。また、センターの啓発動画やガイド
ブックも用意されているので視聴されたい。

【協議事項】
１．組合員数加入促進について

東北６県すべての県が前年より減少
① 各県より原因や今後の対策を協議し、印刷業
　に問わられない中央会規約に抵触しない新たな
　る会社の加入促進が必要なのではないか。
② かたくなに組合加入を拒んだ代表者の世代交
　代の時期にきており、息子世代に経営者が変わ
　ろうとしている。
　新しい考えを持っている若手の経営者もいるの
　で再度訪問し、組合の共済制度等の魅力をPR
　して加入促進につなげてもいいのではないか。

２．各共済制度について
　年２回の地区協議会での決定報告事項が各県に
持ち帰り報告する際に組合員まで伝達がうまくな
されていないのではないか。
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　各県により担当する保険会社が違うが、保険会
社の担当者に来てもらい説明会を実施した県の事
例が報告された。
　専門の内容になるので専門のプロから話を聞く
と加入する会社も増えるのではないか。

教育研修委員会　岩間奏子委員長
　　　　　　　　　　　（山形県）

【報告事項】
１．令和６年度技能検定プリプレス職種（DTP作業）
　　の合格者数

　１３都県にて実施され、１級・２級合計７２名
から受験申請があり、３７名が合格。
　令和５年度と比較して受験申請者数は９名、合
格者数は７名減少しており、合格率は１級が５
５.１％、２級が４８.８％であった。

【依頼事項】
１．令和７年度印刷営業講座・印刷営業技能審査認
　　定試験の実施

　「提案営業・プレゼンテーションの知識」と「マー
ケティングの知識」の習得に重点を置いた印刷営
業講座と、知識試験では記述式問題の導入、技能
試験では従来の積算見積課題に加え、提案型営業
の課題としてマーケティングに関する記述式問題
を導入した印刷営業技能審査認定試験は、２０１
７年のリニューアルから８年目の令和６年度、３
工組（東京都・新潟県・岩手県（岩手のみ現地開催））
＋全印工連において実施。令和７年度は現時点で
１工組＋全印工連において開催予定。
　実施予定工組は、近隣工組からの受講・受験希
望者の受け入れや、他工組から講座の見学希望が
あれば対応していただきたい。
　講座の開催形式は対面・オンライン（Zoom）
のどちらでも対応可能だが、ハイブリッド形式で
の開催は不可。また、試験は対面形式のみでの実
施となるためオンライン（Zoom）での受講を実
施した場合でも試験は対面での実施が必須とな
る。

＜現時点での実施予定＞
① 愛知県工組 講座（現地）：10月3・4・10・11日 
　　　　　　　　　　試験：10月25日
② 全印工連 講座：実施時期未定 
　　　　　　試験：実施時期未定

２．令和７年度技能検定プリプレス職種（DTP作業）の実施
　令和７年度については、学科試験が２０２６年
２月８日（日）１０：００から全国統一で実施さ
れ、実技試験は２０２５年１２月５日（木）～
２０２６年２月１５日（日）の間に都道府県ごと
に実施。永続的な実施を目指すためには、各都道
府県の職業能力開発協議会担当者との意思の疎通
が重要となっており、また実技試験の会場確保も
大きなウエイトを占めているため、工組単独での
開催が難しい場合は、地区協単位での開催を検討
する等1人でも多くの方に受験いただける環境づ
くり、検討をお願いしたい。

３．教育動画サイト「印カレ～全印工連の学んで得
　　するTV～」主なコンテンツ

　２０２１年５月に開設した「印カレ」は、学び
直し（リスキリング）のニーズが高まる現状にお
いて、経営・マーケティング・営業などジャンル
別に合計１２０本の動画を公開。
　昨年度は生成ＡＩセミナー動画をコンテンツ化
してアップロードした他、リニューアルされた組
合支援セミナーを動画コンテンツ化していくこと
を検討、気軽に視聴できる環境整備に努める。

４．組合支援セミナーの周知・啓発
　昨年度から組合支援セミナーがフルリニューア
ルし、各委員会推進事業との結びつきを重視した
内容となった。教育研修委員会が企画運営してい
る「技能検定プリプレス職種（ＤＴＰ作業）学科
試験対策セミナー」は今年度も継続開講するので
実施予定の工組は開催を検討されたい。

【協議事項・情報交換】
１．印刷営業講座の各地区での開催日程、参加人数設定

　２０１７年のリニューアルから９年目となる今
年度、教育研修委員会の中でも提案営業・プレゼ
ンテーション、マーケティングの知識の習得に加
え、新たに生成AIについての知識、知的財産権に
ついての知識についてコンテンツを強化してほし
いとの要望が上がっており、プログラム内容の変
更も期待される。
　昨年度岩手県工組で現地開催した折、後日アン
ケートの結果、自発的に受講した人は少なかった
ものの講座終了後には「参加して良かった」「ベ
テランの営業こそ受講すべき」「このような機会
があればまた参加したい」と概ね前向きな感想を
得ることができた。営業職の高年齢化や定年退職、
若手社員で営業職を目指す社員が少ない、新規
採用にも苦慮する現状において、既存社員に対し

「職域を広げるチャンス」「キャリアアップの道筋」
として本講座を有効活用していただきたい。
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また、受講や受験に対して消極的なところは経営
者がそっと背中を押してあげることが肝要。従業
員教育は投資と考え企業成長戦略の一手として捉
えていただきたい。
　また、開催時期については１１月月末～繁忙期
であったため、参加者からも参加しやすい期日の
検討について要望があった。今年はもう少し早め
の時期に現地開催を目指し８月を目途に各県での
開催希望調査を実施。他地区協に先んじて講師の
スケジュール確保に動く。

２．技能検定プリプレス職種（ＤＴＰ作業）の各地
　　区での開催日程、見込み人数を設定

　一県単独での開催は、最低５人以上の受講者が
必須となるため、人数が満たない場合は越境受験
も検討するなど、受験したい人をもれなく受け入
れる環境作りが必要。まずは各県で受験希望者数
を把握し東北地区協で共有。希望がある場合、前
述の受け入れ可能か否か調整を図る。
　また、国家試験である本検定試験は一度合格すれ
ば永年資格を保有されることと、更新が必要で知識
が常にアップデートされるＤＴＰエキスパートとの
違いを知り、従業員に取得させる目的を明確にする
ことも大事ではないかとの意見が交わされた。

３. その他
　オフセット技能検定に関する事項が洩れてい
た。外国人労働者は技能検定資格取得をすると在
留期間が延びることもあり、こちらも力を入れた
方がよいのではないか。

官公需対策委員会　田中日露史委員長
　　　　　　　　　　　　　（青森県）

【報告事項】
参加者から、レジメの内容について意見を聴取した。
１．「印刷物発注と知的財産権」パンフレットの増刷

　このパンフレットを、各県・市町村の官公需発
注における取引改善や知的財産権に配慮した仕様
書になるように活用してほしいと説明された。

２．令和７年度官公需活動に関するアンケート調査
　各県工組の官公需担当役員に調査協力の依頼を
行った。７月上旬の回収見込み。

３．令和７年度組合支援セミナー
　「官公需対策」と「知的財産権」の２つのテー
マについてセミナーを準備しているので、開催希
望があれば全印工連事務局に連絡してほしい。

４．全国委員会の開催
　官公需にまつわる課題について、入札・契約制
度や法律などをもとにして学び、参加者同士による

ディスカッションも交えて１０月９日に開催予定。
５．令和８年度制作要望
「知的財産権への配慮と保護に対する周知・啓発」
「予定価格の適正化」
「年間を通しての印刷物発注の平準化」
「社会的課題解決を基準とした新しい調達行為
（SR調達）の実現を目指している。

６．少額随意契約の基準額等について
令和７年４月１日より、国、都道府県、政令指定
都市における製造の請負契約では２５０万円から
４００万円に基準額が引き上げること、政令指定
都市を除く市町村では製造の請負契約では１３０
万円から２００万円に引き上げられた。

「少額随意契約」は予定価格が少額のときに選択
でき、物価高騰や発注者の事務効率化を踏まえた
契約である。

（参考資料）
メリットは、
１．オープンカウンター方式を採用することによ
　　り事務作業を効率化でき、広く一般から見積
　　書を募ることで競争性を高められる。
２．提出された見積もりの中から、最も低い価格
　　を提示した業者と契約を結ぶことで、コスト
　　削減や効率的な調達が期待できる。
３．特定の業者に有利になることを防ぎ、公平な
　　競争を促すことで透明性の高い調達が行われる。
４．地域の中小企業が参加しやすくなるため、地
　　域経済の活性化にも繋がる。
デメリットは、
１．最低価格での契約となるため、業者間の価格
　　競争が激化する。
２．業者が利益を確保するために品質を低下させ
　　る可能性がある。
３．多くの業者から見積もりを募るため、事務作
　　業が増加する可能性がある。

　財務省は単一の見積りを行っている契約や長期
にわたって契約の相手方が固定されている契約等
については、翌年度以降において一度は一般競争
又はオープンカウンター方式を実施することを

「重点的監査」で求めている。
　経済産業省は、随意契約では予定価格が決まっ
ていないから最低制限価格制度を導入できないと
いう見解であるが、「経済産業省オープンカウン
ター実施要領」に「予定価格の制限の範囲内で最
低の価格をもって見積を行った者を契約の相手方
とする」とある。このことからオープンカウンター
方式においても最低制限価格制度を実施すること
は可能であるということができる。
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　地方公共団体においては、基準価格４００万円
以下の少額随意契約では既に最低制限価格制度が
導入しているところがある。山形県では３０万円
以上の物件に対し７２%の設定率になっている。
青森県は１５０万円以上で最低制限価格制度が適
用となるので、それ以下では最も安い金額を提示
したところが契約の相手方になり、低価格業者を
排除できない状態になっている。秋田県と宮城県
では２０万円以上で７０%。埼玉県、新潟県、茨
城県は２５０万円を超える物件に対して最低制限
価格を設けていたが、少額随意契約の基準額が引
き上げられたことに伴い基準額が４００万円に引
き上げられる可能性がある。そうなると４００万
円以下の物件は、オープンカウンター方式で行わ
れる少額随意契約に移行するのではないか。
　先日、総務省が入札状況に関するアンケートを
採ったところ、最低制限価格制度を導入していな
い理由を尋ねたところ、多かったのは「必要で無
いから」、その次は「業界からの要請が無かった
から」となっていた。
　国からは通達が地方自治体に出されるので、各
県印刷工業組合がそれぞれの県や市町村に対し最
低制限価格制度の導入や、基準価格や設定率の改
善を要望することが大変重要である。

【協議事項】
　各工組における少額随意契約、最低制限価格制
度、知的財産権への取り組みと委員会事業に対す
る提案・要望について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（岩手県）最低制限価格制度は導入されていない。
今後取り組みを推し進めていかないと苦しくなっ
てくると思う。知的財産権について昨年アンケー
ト調査を行ったところ、地方では認識が足りない
ことが分かった。そこで県と市町村の方と印刷業
社とで勉強会を行った。この取り組みを今後継続
する予定である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（福島県）昨年９月にヒアリングを行ったところ、
官公庁に理解は得られていると思う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（秋田県）少額随意契約は県で行っている。最低
制限価格は２０万円以上で７０%。制限価格を下
回る価格を提示するところもある。少額随意契約
に関しては今後の取り組みに課題が残っている。
知的財産権に関しては、仕様書に印刷データを
PDF添付が記載されていて、これにかかる分も含
んで見積もりしてほしいと言われる。市町村に対
しても知的財産権の取り組みを進めていくことが

必要だと思う。低価格で受注している所は自社で
印刷するのでは無く、通販を利用しているのでは
と思う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（宮城県）県と仙台市ではオープンカウンターで
見積が行われている。こちらの基準額を引き上げ
る。見積や入札の結果について情報を集め、議連
を通して活動していく。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（山形県）最低制限価格制度が３０万円以上で７
２%となった。年１回、会計課と与野党議員そし
て組合員との懇談会がある。我々の目標は８０%
なので引き続き要望していく。２月の懇談会の折
り山形市役所が４月から電子入札になると通達が
あった。今までの指名競争では紙の入札書で入札
を行っていたがそれが電子化されるとのことで、
オープンカウンター方式になったのではないとの
説明があった。知的財産権については１１月頃に
議員も含めて案内をして勉強会を開く予定。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（青森県）県に対して要望をしていた２０年ほど
前、印刷組合に入札制度について学習する機会を
青森県が設けてくれ、平成１７年４月１日から東
北で初めて最低制限価格制度が導入されることに
なった。その後、制度が変更されること無く今日
に至っているが、印刷物製造がアナログからデジ
タルに変わり、用紙や印刷材料の費用、物価や電
気代も上昇していることから、制度の改善を要望
することで準備を進めている。これからも、全国
の契約制度や知的財産権についての情報を相互に
提供し合い、官公需が公正でより良いものになり、
地方の経済が潤い、雇用の拡大や、設備の更新、
新たな事業への挑戦に繋がっていくことを期待し
ている。
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T

OPIX

4 トピックス4 盛岡支部 定例会
令和 7 年 7 月 8 日（火）北ホテル
出席者 9 名
　第 1 回古紙回収報告及びビアパーティーの開催要綱について話し合われました。

T

OPIX

3 トピックス3 盛岡支部 通常総会
令和 7 年 4 月 25 日（金）岩手県青少年会館
出席者 14 名（委任状 9 名）
　事務局より提出された議案はすべて可決承認されました。

T

OPIX

2 トピックス2 常任理事会
第 1 回 令和 7 年 4 月 25 日（金）組合事務所
第 2 回 令和 7 年 5 月 13 日（火）岩手県青少年会館
第 3 回 令和 7 年 5 月 23 日（金）アートホテル盛岡
第 4 回 令和 7 年 8 月 8 日（金）メトロポリタン盛岡ＮＷ

T
OPIX

1 トピックス１ 第 1 回理事会
令和 7 年 5 月 13 日（火）岩手県青少年会館
出席者１７名（内 書面議決書８名）
　菊地理事長の挨拶の後、通常総会に提出する議案について審議、承認されました。

T

OPIX

5 トピックス5 ＪＰＰＳ中間講習会
令和 7 年 6 月１７日（火）アイーナ 701 会議室
出席者 9 名（４事業所）
　取得後、２回目の中間講習会を行いました。
　講師は、SME Support（ショートアンドミディアム エンタープライズ サポート）金子一美 氏。

T

OPIX

6 トピックス6 第４７・４８回 古紙回収事業
令和 7 年 4 月１６日（水）曇り
　協力業者２１社 総重量５,７００㎏
令和 7 年 7 月 9 日（水）晴れ
　協力業者１７社 総重量４, ２２０㎏
　皆様のご協力により無事に終了することができました。

T

OPIX

7 トピックス7 ＳＯＰＴＥＣ２０２５とうほく
令和 7 年 7 月 17 日（木）・18 日（金）
仙台卸商センター 産業見本市会館「サンフェスタ」
　今年度は「イノベーションで描く印刷業未来」をコンセプトに、
　62 の出店ブースと 21 のセミナーを行い、来場者数は延べ
　6,890 人となりました。
　岩手からも多数ご参加いただきありがとうございます。

T

OPIX

8 トピックス8 組合員支援セミナー＆盛岡支部ビアパーティー開催
令和 7 年 8 月 8 日（金）メトロポリタン盛岡ＮＷ
セミナー出席者 28 名 ビアパーティー出席者 20 名
講師：富士フイルムビジネスイノベーションジャパン株式会社
グラフィックコミュニケーション営業統括部
グラフィックコミュニケーション販売推進部
マーケティンググループ
塚本 猛 氏
タイトル : ストーリーで考えて受注する Create On Demand の事例紹介
　セミナー後は、恒例の盛岡支部ビアパーティーを開催し、県内の業界関連業の方々にも
　ご参加いただき親睦を深めました。
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組合員動向 訃 報

お知らせ

今後の組合の予定（行事）

クイズコーナー

令和 7 年４月８日

　小林商事有限会社 盛岡共同印刷
　代表取締役

　小林 克夫 様   享年８１歳

ご冥福を心よりお祈り申し上げます

加入・脱退なし

令和 7 年８月３１日現在　組合員数 38 社

全印工連では、
『ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ  ＤＥＳＩＧＮ【ＭＥＤＩＡ ＵＮＩＶＥＲＳＡＬ ＤＥＳＩＧＮ】
理解しやすい情報デザイン（情報保障）のために』をこのほど
発刊しました。
そこで、今回は情報を正しく伝えるための「メディア・ユニ
バーサルデザインの 5 原則」についての問題です。
　○アクセシビリティ（接近容易性）
　○ユーザビリティ（使いやすさ）
　○リテラシー（読めて理解できる）
　○デザイン（情緒に訴える）
さて、あと 1 つは何でしょうか？

令和 7 年

　　 10 月　8 日（水） 　　　　 第 3 回古紙回収（組合事務所）

　　 10 月 10 日（金） 　　　　 全印工連創立 70 周年記念行事（東京會舘）

　　 11月　7 日（金） 　　　　 盛岡支部ボウリング大会（マッハランド）

　　 12 月　４日（木） 　　　　 盛岡支部定例会および忘年会（アートホテル盛岡 介寿荘）

令和 8 年

　　　1月 16 日（金） 　　　　 新年交賀会（ホテルロイヤル盛岡）

Q

ヒント：カタカナ８文字（持続可能性を満たす品質）

送り先 ：答え、会社名、氏名をご記入のうえ、当組合事務所（当誌表紙に記載）までFAXまたはメールで 

　　　　ご回答ください。

応募締切：令和7年10月24日（金）

当選発表：賞品の発送をもって代えさせていただきます。個人情報は賞品の発送のみに利用します。

価格：3,300 円（組合員）
刊行物販売サイト https://www.aj-pia.or.jp/publications/

クイズでご紹介した

ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ  ＤＥＳＩＧＮ【ＭＥＤＩＡ ＵＮＩＶＥＲＳＡＬ ＤＥＳＩＧＮ】
理解しやすい情報デザイン（情報保障）のために

販売中！

● 今回の景品 ●

ＵＳＢ充電式
ハンディファン

前回の答え：ライフピア　
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岩手県紫波郡矢巾町流通センター南二丁目6-3
電話 019-638-4337

東北営業所／022（224）1741
〒980-0011 宮城県仙台市青葉区上杉一丁目5-15 日本生命仙台勾当台南ビル3階
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執行役員 / 東部ブロック長　志賀好彦
理　　 事 / 東北支店長　　　森　隆章
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